事　務　執　行　概　要
地　域　福　祉　課

平成２８年度事業別最終予算額及び決算見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算見込額
	グループ名

	地域福祉・子育て支援交付金
	1,990,856
	1,974,945
	企画調整Ｇ

	福祉サービス第三者評価システム推進事業
	840
	840
	企画調整Ｇ

	大阪後見支援センターの運営補助
	286,931
	281,050
	企画調整Ｇ

	権利擁護人材育成事業
	25,792
	25,778
	企画調整Ｇ

	福祉サービスに関する苦情解決事業
	11,470
	11,470
	企画調整Ｇ

	民生委員・児童委員研修
	6,092
	6,092
	企画調整Ｇ

	民生委員活動費等負担金
	338,972
	333,522
	企画調整Ｇ

	福祉活動指導員設置事業等
	35,647
	35,647
	企画調整Ｇ

	地域福祉振興助成金
	32,585
	31,874
	企画調整Ｇ

	参入促進・魅力発信事業
	9,723
	6,780
	事業者育成Ｇ

	マッチング力の向上事業・参入促進・魅力発信事業
	94,878
	93,102
	事業者育成Ｇ

	職員の資質向上・職場定着支援事業
	9,278
	2,588
	事業者育成Ｇ

	介護職員初任者研修受講支援事業
	82,021
	28,407
	事業者育成Ｇ

	介護情報・研修センター事業
	11,878
	11,786
	事業者育成Ｇ

	大阪府福祉人材センターの運営
	30,207
	30,207
	事業者育成Ｇ

	外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業
	23,191
	15,710
	事業者育成Ｇ

	同和地区施設建設用地費貸付金償還補助事業
	17,640
	17,640
	事業者育成Ｇ

	隣保館運営事業等
	130,772
	118,912
	事業者育成Ｇ

	地方改善施設整備費事業補助金
	45,236
	25,696
	事業者育成Ｇ

	地域生活定着支援センター事業
	25,000
	24,400
	事業者育成Ｇ


企画調整グループ

１　室の一般庶務、予算執行などのほか、室内各課職員の給与等･物品の購入･出納に関する事務の適正な執行に努めた。

　　その他室内各課、及び各室（課）との連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　地域福祉施策の計画的な推進

　　第３期大阪府地域福祉支援計画に基づき、地域福祉施策を計画的に進めた。

　　また、推進にあたって検討が必要な事項等については、「大阪府地域福祉推進審議会」において検討を行った。
(1)　大阪府地域福祉支援計画

社会福祉法第108条に基づく都道府県地域福祉支援計画。各福祉計画と連携を図りつつ、就労、教育、医療等と連携強化を図ることで、複雑な課題を抱える人々を支えるセーフティネット構築等を定める。

　　　　　第３期大阪府地域福祉支援計画

○策　　定　平成２７年３月

○計画期間　平成２７年度から平成３１年度

(2)　地域福祉施策の検討状況等

　①　大阪府地域福祉推進審議会について
　　　地域福祉の推進に関する施策についての重要事項を調査審議するために設置。

　　　〇根拠法令　大阪府附属機関条例

　　　〇分科会　　
　　　　　・地域福祉支援計画推進分科会

　　　　　・福祉サービス第三者評価事業推進分科会

　　　　　・福祉基金運営分科会

　　　　　・社会福祉法人設立認可及び施設整備審査分科会
　　②　検討（開催）状況
　　　ア　大阪府地域福祉推進審議会
　　　〇開催回数　１回

　　　〇議題等　　◎第１回審議会（平成２８年１２月６日）

　　　　　　　　　・各分科会の活動報告について

・第３期大阪府地域福祉支援計画に係る取組みについて

イ　地域福祉支援計画推進分科会（大阪府地域福祉推進審議会に設置された分科会）
大阪府地域福祉支援計画を推進するとともに、市町村における地域福祉計画に基づく事業の推進及び先進的な取組みの普及・拡大を図ること等により、地域福祉の向上を図るために設置。

○開催回数　１回

○議題等　　◎第１回分科会（平成２８年１２月１日）

　　　　　　　・民生委員・児童委員制度のあり方検討部会の廃止
（平成２７年１０月２３日設置）

　　　　　　　・市民後見人の普及促進のあり方検討部会の設置

ウ　市民後見人の普及促進のあり方検討部会の開催（地域福祉支援計画推進分科会に設置された部会）
市民後見人の普及が進まない課題をはじめ、国の動向や他の自治体の施策展開等を踏まえつつ、市民後見人の普及促進策・人材養成のあり方等について検討するために設置。

○開催回数　１回

○議題等　　◎第１回部会（平成２９年２月６日）

　　　　　　　・大阪府における市民後見人の普及促進に係る取組みについて

３　地域福祉・子育て支援交付金

　　市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情に応じて自由に事業を実施することができるよう、平成21年度から創設した｢地域福祉・子育て支援交付金｣により、地域福祉の推進、子育て支援及び高齢者福祉の推進に資する事業を行う市町村に対して財政的支援を行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	1,990,856
	1,990,856
	1,990,856

	決算額（千円）
	1,984,351
	1,983,270
	1,974,945


○根拠法令等　　大阪府地域福祉・子育て支援交付金交付要綱

４　福祉サービス第三者評価システム推進事業

　府内における福祉サービスの第三者評価事業を推進するため、評価調査者の育成、評価結果の公表、制度の普及啓発等を行った。

また、福祉サービスの質の向上を図るとともに、利用者の適切なサービス選択に資することを目的として設置している「大阪府地域福祉推進審議会福祉サービス第三者評価事業推進分科会　認証部会」を開催した。

(1)　大阪府地域福祉推進審議会福祉サービス第三者評価事業推進分科会等

　　①　福祉サービス第三者評価事業推進分科会　認証部会

○開催回数　１回

○議題等　　◎第１回部会（平成２９年３月１５日）

　　　　　　　・第三者評価機関の認証審議について
	年　　度
	平成２６年度
	
平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	840
	840
	840

	決算額（千円）
	837
	837
	840


５　大阪後見支援センターの運営補助
　　判断能力が十分でない認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等の権利擁護を図り、自立と社会参加を支援することを目的に設置された大阪後見支援センターの運営及び日常生活自立支援事業を実施する(福)大阪府社会福祉協議会に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	283,756
	273,080
	286,931

	決算額(千円)

（特定財源）
	259,270

国庫 (129,635)
	272,278

国庫 (136,139)
	281,050

国庫 (140,525)


　○根拠法令等　大阪後見支援センター運営事業補助金交付要綱

６　権利擁護人材育成事業（市民後見人の養成等）
認知症等の人の福祉を増進する観点から、市町村における市民後見人を確保できる体制の整備・強化及び地域における市民後見人の活動を推進するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、市民後見人の養成等を実施する府内市町に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	―
	54,616
	25,792

	決算額(千円)

（特定財源）
	―
	54,543

基金繰入金(54,543)
	25,778

基金繰入金(25,778)


　○根拠法令等　大阪府権利擁護人材育成事業（市民後見人の養成等）補助金交付要綱

※平成２６年度までは認知症施策等総合支援事業の市民後見推進事業として実施

７　福祉サービスに関する苦情解決事業

　  福祉サービスに関する苦情の中で、事業者段階において解決困難な事例について、中立・公正な立場から解決に向けての相談やあっせんを行うため、運営適正化委員会を設置する(福)大阪府社会福祉協議会に対して補助を行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	11,470
	11,470
	11,470

	決算額（千円）

（特定財源）
	11,470

国庫(5,735)
	11,470

国庫(5,735)
	11,470

国庫(5,735)


○根拠法令等　　運営適正化委員会設置運営事業費補助金交付要綱
８　民生委員・児童委員

民生委員は、市町村に設置された民生委員推薦会が推薦した者について、知事が大阪府社会福祉審議会民生委員審査専門分科会の意見を聴いたうえで、厚生労働大臣に推薦し、厚生労働大臣が委嘱する。

民生委員は児童委員を兼ね、地域住民の福祉増進のため、相談、調査、児童･ 母子・高齢者福祉等の自主的な活動を行うとともに、福祉事務所その他の関係機関への協力活動に従事している。

平成６年１月１日、少子化の進展に対応するため、従来の区域を担当する民生委員・児童委員とは別に、児童福祉に関する事項を専門に担当する主任児童委員が設置された。

　　また、「民生委員・児童委員制度のあり方検討部会」の報告書をもとに、「民生委員・児童委員活動の見える化プロジェクト」を実施し、民生委員・児童委員の活動を周知し、認知度の向上と将来の担い手確保を図った。

(1) 民生委員の委嘱状況（指定都市・中核市を除く）

　　　○平成２９年２月１日現在委嘱数　　　５，５４７名（主任児童委員を含む）
○大阪府社会福祉審議会民生委員審査専門分科会の開催状況　　開催数　１回

(2)　民生委員の活動

　　 　平成２８年度における民生委員の活動状況は、次のとおりである。

　　　　　相談・支援件数　　　　　　　　　　　　　９９，７１５件

　　　　　調査・実態把握　　　　　　　　　　　  　５８，４３８件

　　　　　行事・事業・会議への参加協力　　　　　１３６，３１８件

　　　　　地域福祉活動・自主活動　　　　　　　　２６９，０２１件

　　　　民児協運営・研修　　　　　　　　　　　１１０，４９４件

　　　　　証明事務　　　　　　　　　　　　　      　９，６６６件

　　　　　要保護児童の発見の通告・仲介　　　　　 　 １，０８２件

　　　　　訪問回数　　　　　　　　　　　　　　　６８０，２０８回

　　　　　連絡調整回数　　　　　　　　　　　　　３４３，５１６回

　　　　　活動日数　　　　　　　　　　　　　　　６０７，２８０日
(3) 民生委員の指導

　　　福祉行政の多様化、専門化傾向の中で、民生委員に広範な知識と技術を習得させ、その活動が健全に発展するよう指導研修等を次のとおり実施した。

　ア　民生委員会長連絡会

市町村民生委員児童委員協議会会長を対象に連絡会を１０回開催し、指示・連絡及び当面の諸課題についての討議等を行った。

イ　民生委員・児童委員研修

民生委員・児童委員の資質向上を図り、民生委員・児童委員の適正な職務を推進するため、計画的に研修を行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	6,322
	6,204
	6,092

	決算額（千円）

（特定財源）
	6,322
国庫(3,161)
	6,204
国庫(3,102)
	6,092
国庫(3,046)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	研　　　　修　　　　名
	参　加　延　人　数
	延　　日　　数

	民生委員会長研修
	１６１
	３

	地区委員長研修
	１９９
	１

	中堅研修
	２１７
	２

	新任民生委員研修
	３，１５１
	６

	時事（副会長）研修
	９３
	１

	主任児童委員研修
	１２４
	１

	計
	３，９４５
	１４


ウ　第６８回大阪府民生委員児童委員大会の開催

と　き　　平成２８年５月１３日

　　　　　　ところ　　大阪国際交流センター
　　　　　　参加者　　約１，０００名

(4) 民生委員活動費等負担金

　　　民生委員の活動に要する経費を負担した。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	338,262
	338,972
	338,972

	決算額（千円）
	336,041
	336,464
	333,522



　　○根拠法令等　　民生委員法

　　ア　民生委員活動費負担金

岸和田市民生委員児童委員協議会外３６協議会  　　　　　325,139,150 円

イ　民生委員会長活動費負担金

岸和田市民生委員児童委員協議会外３６協議会　  　　　　　1,669,625 円

　　ウ　民生委員協議会費負担金

岸和田市外３６市町村  　　　　　　　　　　　　　　　　　4,981,500 円

　　エ　民生委員推薦会費負担金

岸和田市外３６市町村　　　　　　　　　　　　　  　　　　1,731,600 円
(5)　民生委員・児童委員活動の見える化プロジェクト

　　　　民生委員・児童委員の活動を広く周知し、認知度の向上と将来の担い手確保を図るため、全国初の大学生を対象とした体験型インターンシップ・プログラム。

　　〇参加大学　３校（大阪府立大学、関西学院大学、立命館大学）

　　〇参加学生　２３名

　　〇参画市町村　６市（大阪市、堺市、豊中市、茨木市、摂津市、四條畷市）

　　〇内容　　❶事前研修（平成２８年８月８日、９日）

　　　　　　　・インターンシップに臨むにあたり、個人情報の取扱い等の基礎知識を習得。

　　　　　　　❷インターンシップ（平成２８年８月１０日から９月１４日のうち概ね５日程度）

　　　　　　　・大学生が民生委員・児童委員活動に随行し、地域福祉の実態を把握。

　　　　　　　❸事後研修（平成２８年９月１５日、１６日）

　　　　　　　・インターンシップを振り返り、活動報告会の資料を作成。

　　　　　　　❹活動報告会（平成２８年１１月２０日）

　　　　　　　・活動報告及び意見交換。修了者に「民生委員・児童委員サポーター認定証」を交付。
９　福祉活動指導員設置事業等
社会福祉活動の推進方策について、調査、研究及び企画立案や市町村社会福祉協議会の指導、その他の活動に従事する福祉活動指導員に要する経費、その他、地域福祉スーパーバイズや地域のコーディネータースキルアップ研修にかかる経費、大阪府ボランティア・市民活動センター機能の強化を図るための「ボランティアコーディネーター」の設置に要する経費及び府内の民生委員児童委員相互の連絡により協調を図り、地域福祉の推進・児童福祉の増進に寄与する「大阪府民生委員児童委員協議会連合会」に要する経費を(福)大阪府社会福祉協議会等に対し補助した。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	40,491
	39,687
	35,647

	決算額（千円）
	40,490
	39,687
	35,647


○福祉活動指導員設置事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　23,378,000 円

○地域福祉推進支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 515,000 円

○ボランティアコーディネーター設置事業費補助金　　　　　　　 2,059,000 円

○民生委員児童委員協議会連合会事務局運営費補助金　　　　　 　8,674,000 円
○民生委員児童委員協議会連合会補助金　　　　　　　　　　　　 1,021,000 円

１０　福祉基金の設置運営

府民の社会福祉活動の振興に資するために、府民等からの寄附を福祉基金として積み立て、その運用から生ずる収益等を活用し、府民が自主的に行う社会福祉活動(高齢者や障がい者、児童等の福祉の向上に寄与するために行う活動や府民の地域福祉活動への参加を促進するための基盤となる事業等)に対して助成を行った。

また、振興助成等に関する調査審議を行うことを目的として設置している「大阪府地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会」を開催した。

(1) 基金の造成状況

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	寄附金等（円）
	502,163,614
	8,545,331
	30,837,008

	基金残高（円）
	3,831,012,594
	3,815,597,195
	3,814,881,345


(2) 地域福祉振興助成金の概要

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	26,710 
	25,904 
	32,585 

	決算額（千円）

（特定財源）
	 　25,174

基金繰入金(23,878)

財産運用収入(1,296)
	24,662

基金繰入金(23,961)

財産運用収入(701)
	31,874

基金繰入金(31,553)

財産運用収入(321)


	助  成  先
	件数
	金額（円）

	当事者団体
	17
	3,029,110

	ボランティア団体
	18
	3,069,564

	ＮＰＯ法人
	20
	8,260,464

	社会福祉法人
	5
	5,977,001

	社団法人・財団法人
	6
	10,749,120

	その他
	5
	788,730

	合計
	71
	31,873,989 


　　　　【助成先の内訳】
(3) 大阪府地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会

　  ①　担　任　事　務：地域福祉振興助成に関すること

助成申請事業の採否及び各年度の助成対象事業に関すること

助成事業の実績認定に関すること

使途指定寄附助成について報告を受けること

その他基金の運営に関すること

2 　開　催　回　数：２回

事業者育成グループ
１　地域医療介護総合確保基金事業

(1)介護人材確保・職場定着支援事業
① 参入促進・魅力発信事業（職場体験事業）
福祉・介護分野に関心のある方などを対象にした職場体験や、大学生や高校生など若年者を対象に福祉の職場体験バスツアーをはじめとする福祉体験の機会を提供するなどの業務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	　　年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	14,763 
	12,209 
	9,723 

	決算額（千円）

（特定財源）
	12,093 

基金繰入金(12,093)
	7,994 

基金繰入金(7,994)
	6,780 

基金繰入金(6,780)


○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

※平成２６年度までは福祉・介護人材確保安定化事業の潜在的有資格者等再就業促進事業として実施
② マッチング力の向上事業・参入促進・魅力発信事業（職場体験事業除く）
大阪福祉人材支援センターに配置したキャリア支援専門員が、事業所や学校等を個別訪問し、求人・求職者双方のニーズを把握することでマッチング機能の強化を図った。また、地域関係機関と連携し、地域ぐるみで人材の円滑な参入を促進した。さらに、教育関係機関と連携を図り、福祉分野が進路の選択肢となるよう、福祉・介護の魅力を発信するなどの業務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	96,233
	88,203
	94,878

	決算額（千円）

（特定財源）
	91,490
 基金繰入金(91,490)
	87,948
 基金繰入金(87,948)
	93,102
 基金繰入金(93,102)


○根拠法令等　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

※平成２６年度までは福祉・介護人材確保安定化事業の福祉・介護人材マッチング機能強化事業として実施

③　職員の資質向上・職場定着支援事業（介護人材キャリアパス支援事業）

介護福祉士等養成施設の教員等が、小規模の介護サービス事業所に対し、事業所ごとのニーズにあった研修計画の策定支援や研修主任の育成等を行うことにより、介護職員が見通し（キャリアパス）を持って働けるよう、資質の向上ができる体制づくりや職場定着を支援する介護福祉士等養成施設等に対して補助を行った。

	　　　年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	15,315 
	12,904 
	9,278 

	決算額（千円）

（特定財源）
	10,546 

基金繰入金(10,546)
	3,428 

基金繰入金(3,428)
	2,588 

基金繰入金(2,588)


　　　○根拠法令等　　大阪府介護人材キャリアパス支援事業補助金交付要綱

地域医療介護総合確保基金管理運営要領

※平成２６年度までは福祉・介護人材確保安定化事業の福祉・介護人材キャリアパス支援事業として実施

(2)　介護職員初任者研修受講支援事業

　　介護に関する基本的な知識を習得するための研修である介護職員初任者研修の受講を促進することにより、介護従事者のすそ野拡大を図るとともに、資格を持たずに介護業務に従事している介護職員の資質向上を図ることを目的として、介護職員初任者研修の修了者に受講料の一部を補助する事業を実施した。

　　
	年　　度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	221,772
	82,021

	決算額（千円）

（特定財源）
	17,538

 基金繰入金(17,538)
	28,407

 基金繰入金(28,407)


○根拠法令等　　大阪府介護職員初任者研修受講支援事業補助金交付要綱

　　　　　　　　　　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

(3)　介護情報・研修センター事業

　　府域における介護技術の向上を図り、良質な介護サービスを提供することができる質の高い人材を安定的に確保・育成するため、介護・福祉等の専門職員や市町村職員を対象に福祉用具等を活用した研修や介護技術に関する専門相談及び住宅改修等に関する研修や専門相談を実施する介護情報・研修センター事業を大阪府介護情報・研修センター共同企業体に委託して行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	12,634
	11,874
	11,878

	決算額（千円）

（特定財源）
	12,634

雑入(10,600)
	11,784

基金繰入金(11,784)
	11,786

基金繰入金(11,786)


○財源根拠等　長寿社会づくりソフト事業費交付金
　　　　　　　　　　地域医療介護総合確保基金管理運営要領

２　大阪府福祉人材センターの運営

福祉人材の養成・確保を図るため、福祉人材の掘り起こしや職業紹介・斡旋を行う大阪府福祉人材センターの運営を(福)大阪府社会福祉協議会に委託して行った。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	36,712
	29,881
	30,207

	決算額（千円）

（特定財源）
	 34,513

国庫(9,738)
	 28,407

国庫(6,454)
	 30,207

国庫(6,617)


○根拠法令等　　　社会福祉法第93条、福祉人材確保重点事業実施要領

３　外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人介護福祉士候補者が円滑に就労・研修できるよう候補者を受け入れた施設に対して日本語習得及び国家試験受験対策に係る費用を補助した。

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	7,681
	13,427
	23,191

	決算額（千円）

（特定財源）
	6,967
国庫(6,967)　
	9,833

国庫(9,833)
	15,710

国庫(15,710)


○根拠法令等　大阪府外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業補助金交付要綱

４　介護員養成研修事業者等の指定

　　介護保険法施行令及び関係法令等に基づき「研修事業者指定要綱」を定め、事業者の指定を行った。

　【指定事業者数】(平成２９年３月末現在)

(1) 介護員養成研修事業者

介護職員初任者研修　　  194事業者

(2) 居宅介護等従業者養成研修事業者

重度訪問介護　28事業者、同行援護　65事業者

 (3) 難病患者等ホームヘルパー養成研修事業者

基礎課程Ⅰ　12事業者

(4) 移動支援従業者養成研修事業者 

全身性障がい課程　85事業者、知的障がい課程　49事業者、精神障がい課程　18事業者

５　社会福祉士養成施設等の指定

　「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律(第4次分権一括法)」に基づき、平成27年4月1日付で社会福祉士等の養成施設の指定に係る事務・権限が都道府県に移譲された。根拠法に基づき、大阪府において所管している養成施設等は下記のとおり。

　【指定事業者数】(平成２９年３月末現在)

(1) 社会福祉士養成施設　　　　　 5校　　8課程

介護福祉士養成施設　　　　　15校　　8課程

介護福祉士実務者養成施設　　58事業者　85課程　

(2) 社会福祉主事養成機関　　　　 4校　　 4課程

 (3) 精神保健福祉士養成施設　　　 4校　 　8課程

根拠法

社会福祉士及び介護福祉士法　第7条、第39条、第40条

社会福祉法第19条第１項及び社会福祉士法施行令第５条

精神保健福祉士法第７条

６　介護福祉士等修学資金貸付事業（大阪府実施分）

　　質の高い介護福祉士等の養成・確保を図るため、平成５年度から平成２１年度まで府内の養成施設在学生を対象に修学資金の貸し付けを行った。平成２２年度以降は債権管理業務のみ実施。

　　  ○根拠法令等　　  介護福祉士等修学資金貸付制度実施要綱　

大阪府介護福祉士等修学資金貸付制度実施要綱

７　介護福祉士修学資金等貸付事業（団体実施分）

　　質の高い介護福祉士等の養成確保に努めるため、介護福祉士及び社会福祉士の資格取得を目指し、養成施設等に在学している学生への貸付制度（平成２１年度から）、また介護福祉士の資格取得を目指す介護福祉士実務者研修受講者への受講資金の貸付制度及び離職した介護人材のうち一定の経験を有する者への再就職準備金の貸付制度（平成２８年度から）を国の間接補助の枠組みを利用して創設し、実施主体である（福）大阪府社会福祉協議会へ貸付原資として補助金を交付し、修学資金等の貸付けを行った。（国庫9/10）

　　　　平成２８年度補助実績　2,134,855千円

	貸付事業種別
	介護福祉士修学

資金貸付事業
	介護福祉士実務

者研修受講資金貸付事業
	離職した介護人材の再就職準備金貸付事業
	社会福祉士修学

資金貸付事業

	貸付人数（人）
	122
	73
	8
	45

	貸付額（千円）
	99,779
	10,603
	2,100
	32,117


○根拠法令等　  介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱

８　同和地区施設建設用地費貸付金償還補助事業

　　大阪府同和地区施設建設用地費貸付金を償還する市町に対し助成を行った。〔２市２件〕

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	17,640
	17,640
	17,640

	決算額（千円）
	17,640
	17,640
	17,640


　　　○根拠法令等　　大阪府同和地区施設建設用地費貸付金償還補助金交付要綱
９　同和更生資金貸付金償還業務

　　同和地区の世帯に対し資金を貸し付けるため、基金を設置して援助する事業を実施していた市町に対して、基金に属する額の２／３以内の額を貸し付けていた。

　　市町が回収した貸付金のうち、府の貸付比率に応じた額の償還を受けた。〔６市町〕

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	決算額（千円）
	691
	791
	228


　　　○根拠法令等　　大阪府同和更生資金貸付要綱

大阪府同和更生資金貸付金の償還に関する取り扱い要領

10　隣保館運営事業等

　(1) 大阪府隣保館運営費等補助金

　　  市町(指定都市及び中核市除く)が設置運営している隣保館の運営費に対し補助を行った。　

〔13市町16館〕

	　　年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	145,340
	137,292
	130,772

	決算額（千円）

（特定財源）
	123,962

国庫(82,631)
	117,321

国庫(78,205)
	118,912

国庫(79,266)


　　　○根拠法令等　地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要綱

　　　　　　　　　　大阪府隣保館運営費等補助金交付要綱

　(2) 地方改善施設整備費事業補助金

　　  市町(指定都市及び中核市除く)が実施する隣保館の大規模修繕に要する経費に対し補助を行った。〔１市１館〕

	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	71,990
	67,812
	45,236

	決算額（千円）

（特定財源）
	64,765

国庫(43,176)
	63,660

国庫(42,439)
	25,696

国庫(17,130)


　　　○根拠法令等　地方改善施設整備費補助金交付要綱

11　地域生活定着支援センター事業

　高齢者や障がい者で、福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者について、退所後、福祉サービス等につなぐための準備を保護観察所と協働して進め、矯正施設退所者の社会復帰を支援する地域生活定着支援センター事業を（一社）よりそいネットおおさかに委託して行った。

　　　
	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	25,000
	25,000
	25,000

	決算額（千円）（特定財源）
	24,910

基金繰入金(24,910)
	24,910

国庫(22,910)

雑入(2,000)
	24,400

国庫(22,800)

雑入(1,600)


○根拠法令等　生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱

　　　　　　　　　地域生活定着促進事業実施要領

　　　　　　　　　　
社 会 援 護 課
平成２８年度事業別最終予算額及び決算見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算見込額
	グループ名

	救護施設機能強化推進事業
	3,024
	3,024
	生活支援Ｇ

	生活保護費府費負担金の交付
	2,666,656
	2,592,719
	生活支援Ｇ

	支援給付費府費負担金
	6,633
	3,278
	生活支援Ｇ

	生活福祉資金事務費補助金
	59,125
	59,125
	生活支援Ｇ

	生活困窮者自立支援事業
	56,223
	49,567
	生活支援Ｇ

	ホームレス巡回相談指導事業
	1,208
	1,208
	生活支援Ｇ

	一時生活支援事業
	1,660
	907
	生活支援Ｇ

	ホームレスの実態に関する全国調査
	12,310
	4,859
	生活支援Ｇ

	行旅病人及び行旅死亡人取扱費の交付
	4,486
	3,506
	社会援護Ｇ

	戦傷病者相談員
	156
	141
	恩給援護Ｇ

	戦没者遺族相談員
	1,326
	1,320
	恩給援護Ｇ

	一般財団法人大阪府遺族連合会事業
	804
	804
	恩給援護Ｇ


生 活 支 援 グ ル ー プ

１　生活保護に関する統計業務

　　厚生労働省による被保護者調査及び福祉行政報告例（統計調査）を実施することで、本府における

　生活保護行政の実態を数量的に把握し、施策の運営、企画及び立案のための基礎資料を得た。

　(1) 年度別保護状況（１ヵ月平均：政令指定都市を除く）

　　　平成２８年度における被保護世帯数は１ヵ月平均で８８，８４６世帯、被保護人員は１ヵ月平均

　　で１２３，２９１人である。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	被保護世帯数
	８８，０２４世帯
	８８，７１０世帯
	８８，８４６世帯

	被保護人員
	１２６，２７２人
	１２５，３２４人
	１２３，２９１人

	保護率
	２３．７‰
	２３．６‰
	２３．３‰


　(2) 年度別医療扶助人員(１ヵ月平均：政令指定都市を除く)

　　　平成２８年度における医療扶助人員は１ヵ月平均で１０２，２３５人である。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	医療扶助人員
	１０３，８２３人
	１０４，１６５人
	１０２，２３５人

	内

訳
	入　院
	　　５，５６９人
	　　５，２７９人
	　　５，２１２人

	
	入院外
	　９８，２５４人
	　９８，８８５人
	　９７，０２２人


　(3) 年度別介護扶助人員(１ヵ月平均：政令指定都市を除く)

　　　平成２８年度における介護扶助人員は１ヵ月平均で２０，３２２人である。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	介護扶助人員
	１８，３６９人
	１９，６０５人
	２０，３２２人

	内

訳
	施設介護
	　１，３９３人
	　１，３８７人
	　１，３５５人

	
	居宅介護
	１６，９７６人
	１８，２１８人
	１８，９６７人


　　　※統計数値の内訳の合計と合計数とは、四捨五入により必ずしも一致しない場合がある。

　　　○根拠法令等　地方自治法第２４５条の４第１項

２　生活保護施設等の運営指導

　(1) 救護施設機能強化推進事業

　　　救護施設に入所している要援護障がい者の処遇向上を図るため、介護機能を付加する民間救護施

　　設に対して補助を行った。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	３，３４８
	３，１８２
	３，０２４

	決算額（千円）
	３，３４８
	３，１８２
	３，０２４


　　　〇根拠法令等　大阪府民間救護施設利用者等サービス向上支援事業補助金交付要綱

　(2) 無料低額宿泊所の運営指導

　　　社会福祉法第２条第３項第８号に規定する無料低額宿泊所における施設の適切な運営及び利用者

　　の処遇の確保等を図るため、府が所管する施設に対して実地調査を行った。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	対象施設数
	２か所
	３か所
	３か所

	調査実施施設数
	２か所
	３か所
	３か所


　　　〇根拠法令等　社会福祉法

３　生活保護費国庫負担金等の交付

　　生活保護費国庫負担金及び補助金を２８市町に対して交付する事務を行った。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	国庫負担金交付額
	101,231,819,000円 
	101,643,484,000円 
	100,750,866,000円 


　　　〇根拠法令等　生活保護法第７５条第１項
　　　　　　　　　　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６条第２項

　　　　　　　　　　生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金及び介護扶助費等国庫負担金

　　　　　　　　　　交付要綱
４　生活保護費府費負担金の交付

　　府費負担金を２８市町に対し交付した。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予 算 額（千円）
	２，６２８，４８０
	２，６３９，９００
	２，６６６，６５６

	決 算 額（千円）
	２，６２２，０８８
	２，５８７，３２６
	２，５９２，７１９


　　　〇根拠法令等　生活保護法第７３条
５　レセプトＯＣＲデータの提供料費用・レセプト電子データの提供料費用

　　大阪府社会保険診療報酬支払基金によるレセプトＯＣＲデータの提供費用の支出状況は、次のとお

　りである。なお、平成２３年度からレセプトの電子化に伴い提供内容の変更を行った。

	区分（電子データ）
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	提供件数
	３９，８３７件
	４０，５９７件
	３６，９７６件

	提供料
	１１８，５９６円
	１０３，２５９円
	６８，２０２円


　　　〇根拠法令等　医療扶助運営要領生活保護法第５３条第４項
　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第１５条第２項

６　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律に基づく業務

　(1) 支援給付に関する統計業務

　　ア　年度別支援状況（１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く）

　　　　平成２８年度における被支援世帯数は１ヵ月平均で１１１世帯、被支援人員は１か月平均で

　　　　１６３人である。
	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	被支援世帯数
	１１９世帯
	１１４世帯
	１１１世帯

	被支援人員
	１７８人
	１６７人
	１６３人


　　イ　年度別医療支援給付人員(１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く)

　　　　平成２８年度における医療支援給付人員は１ヵ月平均で１５０人である。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	医療支援給付人員
	１７０人
	１６０人
	１５０人

	内

訳
	入院
	　　１２人
	　　９人
	　　７人

	
	入院外
	１５８人
	１５１人
	１４３人


　　　※統計数値の内訳の合計と合計数とは、四捨五入により必ずしも一致しない場合がある。

　　ウ　年度別介護支援給付人員(１ヵ月平均：政令指定都市・中核市を除く)

　　　　平成２８年度における介護支援給付人員は１ヵ月平均で１０１人である。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	介護支援給付人員
	８６人
	９２人
	１０１人


　　　○根拠法令等　地方自治法第２４５条の４第１項

　(2) 支援給付費府費負担金

　　　府費負担金を茨木市、八尾市及び柏原市に対し次のとおり交付した。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	４，２５２
	４，８９２
	６，６３３

	決算額(千円)
	２，４０４
	４，２４８
	３，２７８


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

７　生活福祉資金貸付事業等

　(1) 生活福祉資金事務費補助金

　　　低所得者世帯、障がい者世帯及び高齢者世帯を対象に、必要な資金の貸付を行い、その経済的自

　　立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉の促進などを図ることを目的とする貸付事業を行う

　　(福)大阪府社会福祉協議会に対して、補助を行った。
	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	８８，９１５
	５８，２４４
	５９，１２５

	決算額（千円）

(特定財源)
	８８，９１５

国　　庫(27,607)

貸付金元利収入( 6,094)

基金繰入金(27,607)
	５８，２４４

国　　庫(26,227)

貸付金元利収入( 5,790)

基金繰入金(0)
	５９，１２５

国　　庫(28,707)

貸付金元利収入( 5,501)

基金繰入金(0)


　　　※要保護世帯向け不動産担保型生活資金事務費を含む

　　　○根拠法令等　厚生事務次官通知　
　(2) 生活福祉資金相談等体制整備事業補助金

　　　生活福祉資金の相談体制等の充実を図るため、相談員の配置等に要する経費及び貸付原資の補助

　　を、(福)大阪府社会福祉協議会に対して行った。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	６，５２６，４６４
	０
	０

	決算額（千円）

(特定財源)
	６，５１９，９９２

基金繰入金(6,519,992)
	０

基金繰入金(0)
	０

基金繰入金(0)


　　　○根拠法令等

　　　　・平成２２年度緊急雇用創出事業臨時特例交付金（住まい対策拡充等支援事業分）交付要綱

　　　　　　《厚生労働事務次官通知》

　　　　・緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）管理運営要領

　　　　　　《厚生労働省社会・援護局長通知》

　　　　・大阪府緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（住まい対策拡充等支援事業分）費補助金交付要綱
　(3) 東日本大震災等に伴う生活復興支援資金の特例貸付の実施

　　　東日本大震災等の被災世帯に対して、国からの通知に基づき、生活の復興のために一時的に必要

　　となる経費を対象に、特例として生活復興支援資金（貸付限度額：最大で２００万円）の貸付を、

　　平成２３年８月１日から(福)大阪府社会福祉協議会で実施（窓口は市町村社協）。

　　　（参考）貸付決定の件数及び金額

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	貸付決定件数
	０件
	０件
	２件

	貸付決定金額
	０円
	０円
	１,５８１,０００円


　　　○根拠法令等　厚生労働省　社会・援護局長通知

[image: image1]
(4)熊本地震に伴う災害援護費の特例貸付の実施

　　　熊本地震により、被災した地域から府内へ避難してきた世帯に対して、国からの通知に基づき、災害を受けたことにより臨時に必要となる経費を対象に、特例として災害援護費（貸付限度額：最大で１５０万円）の貸付を、平成２８年６月１３日から(福)大阪府社会福祉協議会で実施（窓口は市町村社協）。

　　※特例の内容：据置期間２年（通常は６月）、償還期間２０年（通常は７年）

　　　（参考）貸付決定の件数及び金額

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	貸付決定件数
	－
	－
	０件

	貸付決定金額
	－
	－
	０円


　　　○根拠法令等　厚生労働省　社会・援護局長通知

８　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（住まい対策拡充等支援事業分）

　　　国から交付された緊急雇用創出事業臨時特例交付金（住まい対策拡充等支援事業分）を活用し、

　　生活困窮者に対して住まいと就職機会の確保に向けた支援を行う住まい対策拡充等支援事業を行っ

　　てきたが、同事業の終了に伴い、残余額400,529,133円を国庫に返還し、当該基金を解散した。
９　生活困窮者自立支援事業

　府内郡部（島本町を除く町村）の実施主体として、必須事業に加え、全ての任意事業に被保護者就労準備支援事業（生活保護受給者）を加え一体的に実施した。

　自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計相談支援事業、学習支援事業及び被保護者就労準備支援事業については、大阪府社会福祉協議会に委託して実施した（生活困窮者自立支援等事業）。

ホームレス対策事業のうち、巡回相談指導事業に係る費用については自立相談支援事業費を活用して実施した。

また、生活困窮者及び生活保護受給者に対して就労支援を効率的かつ効果的に行うため、大阪府（郡部）も含めた６自治体により、広域就労支援事業を、有限責任事業組合大阪職業教育協働機構に委託して実施した。
	事業名
	予算額
	決算額

	生活困窮者自立支援等事業（自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計相談支援事業、学習支援事業及び被保護者就労準備支援事業）
	３６，３７０
	３６，３７０

	巡回相談指導事業（自立相談支援事業）
	１，２０８
	１，２０８

	広域就労支援事業（自立相談支援事業、就労準備支援事業及び被保護者就労準備支援事業）
	１３，５４９
	１０，２１０

	住居確保給付金
	２，２４０
	３７０

	一時生活支援事業
	１，６６０
	９０７

	その他事業（伝達研修等人材養成推進事業）
	１，１９６
	５０２


　　　○根拠法令等　生活困窮者自立支援法、生活困窮者自立支援事業費等負担金交付要綱、

　　　　　　　　　　生活困窮者自立支援事業費等補助金交付要綱
10　ホームレス自立支援関係業務

　(1) 大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会の運営

　　　大阪府及び府内市町村が連携・協力してホームレス対策を推進するため、大阪府・市町村ホーム

　　レス自立支援推進協議会の運営を行った。

(2) ホームレス巡回相談指導事業及び一時生活支援事業の実施

　　　平成２７年４月１日からの生活困窮者自立支援法の施行に伴い、ホームレス巡回相談指導事業を生活困窮者自立支援法の自立相談支援事業として、緊急一時宿泊事業を一時生活支援事業として実施することが国より示された。

　　　ホームレス巡回相談指導事業及び一時生活支援事業については、大阪市を除く府域を南北２ブロックに分け広域体制で実施した。大阪府は府内福祉事務所未設置自治体の実施主体となるため、島本町を除く町村分の予算を計上し実施した。

○ 28年度実績（単位：千円）

	事業名
	予算額
	決算額

	ホームレス巡回相談指導事業
	1,208
	1,208

	一時生活支援事業
	1,660
	907


　　　○根拠法令等　生活困窮者自立支援事業費等負担金交付要綱、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱
　(3) ホームレスの実態に関する全国調査

　　　国の実施要領に基づき、ホームレス施策の効果を継続的に把握することを目的に府内全市町村に

　　おいて「ホームレスの概数調査」を実施した。
　　　国の実施要領に基づき、大阪市及び堺市を対象に「ホームレスの生活実態調査」を実施した。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	１，６７６
	１，６７６
	１２，３１０

概数調査（ １，６７６ ）

生活実態調査（１，０６３４）

	決算額（千円）

(特定財源)
	１，２９７
国庫（1,297）
	１，２６０
国庫（1,260）
	４，８５９

概数調査（１，１９５）

生活実態調査（３，６６４）
国庫（4,859）


　　　○根拠法令等

　　　　・ホームレスの実態に関する全国調査(概数調査)実施要領

　　　　・ホームレスの実態に関する全国調査（生活実態調査）実施要領
11　臨時福祉給付金（簡素な給付措置・経済対策分）及び年金生活者等支援臨時福祉給付金
　　　平成２６年４月からの消費税率の引き上げ（５パーセントから８パーセント）に際し、暫定的・

　　臨時的に実施される臨時福祉給付金（簡素な給付措置）の支給事務を市町村が行うにあたり、市町

　　村向け説明会（平成２８年６月・１０月の２回実施）を開催するなど、支給事務が円滑に行われるよう支援を行った。
社 会 援 護 グ ル ー プ

１　生活保護の運営について

　　　生活保護法の施行に関する事務について、指導監査機関として府内実施機関(政令指定都市を除

　　く。)に対し、監査指導等を実施した。また、被保護者等からの審査請求に係る事務を行った。

　(1) 事務監査の実施

　　　保護の決定とその適正化を図るため、実施機関に対し、計画的に事務監査を実施した。

	区　　　分
	実施事務所数
（単位：事務所）
	監査従事延職員数
（単位：人）
	監査実施実日数
（単位：日）

	年　度　別
	26年度
	27年度
	28年度
	26年度
	27年度
	28年度
	26年度
	27年度
	28年度

	一

般
	市　部
	32
	32
	32
	515
	563
	512
	85
	87
	82

	
	郡　部
	3
	3
	3
	39
	36
	32
	6
	6
	6

	
	小　計
	35
	35
	35
	554
	599
	544
	91
	93
	88

	特別監査
	1
	1
	1
	7
	4
	4
	1
	1
	1

	特別指導監査
	2
	1
	1
	79
	27
	50
	14
	5
	9

	厚生労働省監査
	1
	1
	1
	15
	14
	24
	4
	4
	5

	計
	38
	38
	38
	655
	644
	622
	110
	103
	103


　　　※各年度に実施した事務所数の合計は延べである。厚生労働省監査は、府本庁監査を除く

　　　〇根拠法令　生活保護法第２３条、地方自治法第１５４条

　(2) 生活保護の適正かつ有効な実施を図るため、実施機関の職員に対して必要な研修を計画的に実施

　　し、その資質の向上に努めた。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	福祉事務所

職員研修会
	回　　数
	２回
	４回
	５回

	
	参加人数
	１６８人
	２８６人
	３８７人

	自立支援
事業研修会
	回　　数
	１回
	１回
	１回

	
	参加人数
	８９人
	７５人
	６２人

	合　　計
	回　　数
	３回
	５回
	６回

	
	参加人数
	２５７人
	３６１人
	４４９人


　(3) 審査請求事務

　　　生活保護法及び行政不服審査法に基づき、実施機関が行った保護の決定等処分に対する被保護者

　　等からの審査請求を受理し、審査事務を実施している。　　　　　　　　　　　（単位：件数）

	区　分
	Ｈ19
	Ｈ20
	Ｈ21
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28

	審査請求

件　　数
	63
	89
	148
	128
	134
	141
	1,916
	837
	899
	122

	処理件数
	51
	69
	114
	182
	85
	134
	70
	1,278
	2,295
	98


　　　※処理件数には過年度繰越分を含む。

　　　※平成２８年度中受理分の処理状況

　　　　認容　４件、棄却　１０件、却下　７件、取り下げ　１６件、翌年度繰越し　８５件

　　　○根拠法令等　生活保護法第６４条　行政不服審査法

２　診療報酬の審査決定状況

　(1) 指定医療機関

　　　府内における診療報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	支払基金審査結果
	知事決定後における
過誤調整額
	医療扶助決定

	件　　数
	金　　額(円)
	件　数
	金　　額(円)
	件　　数
	金　　額(円)

	1,793,444
	65,873,206,679
	△13,918
	△1,021,738,571
	1,779,526
	64,851,468,108


　　　〇根拠法令　生活保護法第５３条

　(2) 非指定医療機関

　　　非指定医療機関の診療報酬の審査を行った状況は、次のとおりである。

	区　　　　分
	審　　査　　件　　数
	医　療　扶　助　額

	平成２８度
	１０件
	　　８３，４１０円


　　　〇根拠法令等　　医療扶助運営要領

３　診療報酬の審査支払手数料

　　大阪府社会保険診療報酬支払基金に対する診療報酬の審査支払手数料の支出状況は次のとおりであ

　る。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	審査支払件数
	1,158,355件
	1,174,557件
	1,172,677件

	審査支払手数料
	57,109,765円
	55,790,515円
	53,410,140円


　　　〇根拠法令等　生活保護法

　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第15条

４　指定介護機関の状況(政令指定都市・中核市を除く。以下同じ。)

　　　平成２８度中の指定等の状況は、次のとおりである。

	区

分
	事　業　種　別
	平

成

27

年

度

末
	指

定
	休

止

・

再

開
	廃

止
	変

更
	辞

退
	取

消
	平

成

28

年

度

末

	内

訳
	居

宅

介

護
	訪問介護
	1,897
	161
	6
	34
	200
	0
	0
	2,024

	
	
	訪問入浴介護
	66
	2
	1
	1
	13
	0
	0
	67

	
	
	訪問看護
	956
	186
	7
	24
	105
	2
	0
	1,116

	
	
	訪問リハビリテーション
	514
	122
	2
	4
	20
	2
	0
	630

	
	
	居宅療養管理指導
	1,908
	386
	4
	38
	205
	3
	0
	2,253

	
	
	通所介護
	1,377
	50
	0
	656
	107
	0
	0
	771

	
	
	通所リハビリテーション
	433
	126
	2
	3
	20
	2
	0
	554

	
	
	短期入所生活介護
	228
	7
	0
	1
	13
	0
	0
	234

	
	
	短期入所療養介護
	121
	0
	0
	0
	3
	0
	0
	121

	
	
	特定施設入所者生活介護
	31
	4
	0
	0
	1
	0
	0
	35

	
	
	福祉用具貸与
	440
	21
	0
	6
	22
	0
	0
	455

	
	
	特定福祉用具販売
	251
	9
	0
	6
	18
	0
	0
	254

	
	居宅介護支援事業
	1,719
	122
	5
	33
	154
	0
	0
	1,808

	
	
	介護老人福祉施設
	32
	2
	0
	0
	5
	0
	0
	34

	
	
	介護老人保健施設
	82
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	82

	
	
	介護療養型医療施設
	46
	0
	0
	0
	3
	0
	0
	46

	
	地域密着型
	地域密着型通所介護
	0
	677
	0
	6
	6
	0
	0
	671

	
	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	17
	3
	0
	0
	9
	0
	0
	20

	
	
	夜間対応型通所介護
	7
	0
	0
	0
	2
	0
	0
	7

	
	
	認知症対応型通所介護
	77
	5
	0
	0
	13
	0
	0
	82

	
	
	小規模多機能型居宅介護
	90
	9
	0
	3
	18
	0
	0
	96

	
	
	認知症対応型共同生活介護
	154
	12
	0
	1
	27
	0
	0
	165

	
	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	2
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	4

	
	
	地域密着型介護老人福祉施設
	27
	1
	0
	0
	1
	0
	0
	28

	
	
	看護小規模多機能型居宅介護
	6
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	8

	
	介

護

予

防
	介護予防訪問介護
	1,754
	162
	6
	34
	199
	0
	0
	1,882

	
	
	介護予防訪問入浴介護
	41
	2
	1
	1
	12
	0
	0
	42

	
	
	介護予防訪問看護
	762
	182
	7
	21
	103
	2
	0
	921

	
	
	介護予防訪問リハビリテーション
	383
	122
	2
	5
	20
	2
	0
	498

	
	
	介護予防居宅療養管理指導
	1,501
	389
	4
	35
	198
	3
	0
	1,852

	
	
	介護予防通所介護
	1,292
	72
	0
	29
	110
	0
	0
	1,335

	
	
	介護予防通所リハビリテーション
	415
	126
	2
	3
	19
	2
	0
	536

	
	
	介護予防短期入所生活介護
	211
	7
	0
	1
	13
	0
	0
	217

	
	
	介護予防短期入所療養介護
	92
	0
	0
	0
	2
	0
	0
	92

	
	
	介護予防特定施設入所者生活介護
	25
	5
	0
	0
	1
	0
	0
	30

	
	
	介護予防福祉用具貸与
	381
	21
	0
	7
	22
	0
	0
	395

	
	
	特定介護予防福祉用具販売
	250
	9
	0
	7
	18
	0
	0
	252

	
	地域密着型
	介護予防支援事業
	113
	6
	0
	1
	9
	0
	0
	118

	
	
	介護予防認知症対応型通所介護
	75
	4
	0
	0
	13
	0
	0
	79

	
	
	介護予防小規模多機能型居宅介護
	76
	9
	0
	3
	9
	0
	0
	82

	
	
	介護予防認知症対応型共同生活介護
	88
	12
	0
	1
	26
	0
	0
	99

	
	総合事業
	総合事業（訪問型）
	1
	1,439
	0
	0
	2
	0
	0
	1,440

	
	
	総合事業（通所型）
	0
	1,138
	0
	1
	2
	0
	0
	1,137

	
	
	総合事業（その他の生活支援型）
	0
	107
	0
	0
	0
	0
	0
	107

	
	
	総合事業（介護予防ケアマネ）
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５４条の２

　　　　　　　　　　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

５　指定介護機関の指導・検査

　　　指定介護機関の個別指導を実施し、被保護者の処遇が適正に行なわれるよう福祉事務所と指定介

　　護機関相互の協力体制の確保に努めた。

　　　また、介護サービスの内容及び介護の請求の適否を調査する必要のある介護指定機関に対して、

　　立入検査を実施することとなっているが、平成２８年度に対象案件はなかった。
　　　なお、個別指導及び立入検査実施状況は、次のとおりである。

	年度
	区

分
	個　別　指　導
	立　入　検　査

	
	
	指導実施

介　　護

事 業 数
	内　　　　　　訳
	検　査

実　施

介　護

事業数
	内　　　訳

	
	
	
	介護老人

福祉施設
	介護老人

保健施設
	介　　護

療 養 型

医療施設
	居宅介護
	
	施設介護
	居宅介護

	26
	事
業
所
	74ヵ所
	16ヵ所
	6ヵ所
	0ヵ所
	52ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所

	27
	
	64ヵ所
	18ヵ所
	2ヵ所
	0ヵ所
	44ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所

	28
	
	52ヵ所
	19ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	31カ所
	0ヵ所
	0ヵ所
	0ヵ所


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５０条及び第５４条

６　介護報酬の審査決定状況

　　介護報酬の審査決定

　　　府内における介護報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	国保連審査結果
	再審査・過誤
	介護扶助決定

	件数
	公費対象金額
	件数
	公費対象金額
	件数
	金額

	428,683件
	25,306,940,866円
	△3,478件
	△335,910,144円
	425,205件
	2,813,083,118円


　　　〇根拠法令等　生活保護法第５３条及び第５４条

７　介護報酬の審査支払手数料

　　大阪府国民健康保険団体連合会に対する介護報酬の審査支払手数料の支出状況は、次のとおりであ

　る。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	審査支払件数
	356,096件
	390,674件
	424,280件

	審査支払手数料
	17,336,074円
	18,994,344円
	20,649,241円


　　　○根拠法令等　国民健康保険法第４５条

８　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

　援に関する法律に基づく状況

　(1) 事務監査の実施

　　　支援給付制度の適正かつ効率的な実施を図るため、府内実施機関（政令指定都市を除く。)に対

　　し、計画的に事務監査を実施した。

	区　　　分
	実施事務所数
（単位：事務所）
	監査従事延職員数
（単位：人）
	監査実施実日数
（単位：日）

	年　度　別
	26年度
	27年度
	28年度
	26年度
	27年度
	28年度
	26年度
	27年度
	28年度

	実地監査
	市 部
	 4
	 6
	6
	17
	23
	25
	9
	 12
	 12

	
	郡 部
	 1
	 0
	0
	 2
	 0
	0
	 2
	 0
	0

	
	小 計
	 5
	 6
	6
	19
	23
	25
	11
	12
	12

	書面監査
	市 部
	19
	16
	16
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	郡 部
	 0
	 1
	0
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	小 計
	19
	17
	16
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	特別監査
	 0
	 0
	0
	 0
	 0
	 0
	 0
	 0
	0

	厚生労働省監査
	 0
	 0
	0
	0
	 0
	 0
	 0
	 0
	 0

	計
	24
	23
	22
	19
	23
	25
	11
	12
	12


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　　　※事務監査は、平成２１年度から実施。実地監査及び厚生労働省監査は４年に１度実施。

　(2) 診療報酬の審査決定（政令指定都市・中核市を除く。以下同じ。）

　　　府内における診療報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	支払基金審査結果
	知事決定後における
過誤調整額
	医療扶助決定

	件　数
	金　　　額
	件　数
	金　　　額
	件　数
	金　　　額

	5,769件
	193,159,416
	△34件
	△953,099円
	5,735件
	192,192,255円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　(3) 診療報酬の審査支払手数料

　　　大阪府社会保険診療報酬支払基金に対する診療報酬の審査支払手数料の支出状況は次のとおりで

　　ある。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８

	審査支払件数
	３，９１４件
	３，７８６件
	３，７８６件

	審査支払手数料
	１９０，２６９円
	１７７，５５４円
	１６６，０００円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金法第１５条

　(4) 介護報酬の審査決定

　　　府内における介護報酬の審査、決定を行った状況は、次のとおりである。

	国保連審査結果
	再審査・過誤
	介護扶助決定

	件数
	公費対象金額
	件数
	公費対象金額
	件数
	金　　　額

	2,637件
	173,111,993円
	△13件
	△597,100円
	2,624件
	12,229,389円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

　(5) 介護報酬の審査支払手数料

　　　大阪府国民健康保険団体連合会に対する介護報酬の審査支払手数料の支出状況は、次のとおりで

　　ある。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	審査支払件数
	２，１１２件
	２，３１４件
	２，６２３件

	審査支払手数料
	１００，４６０円
	１０９，９１３円
	１２４，８２４円


　　　〇根拠法令等　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

　　　　　　　　　　特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条

 ９　行旅病人及び行旅死亡人取扱費の交付（政令指定都市・中核市を除く。）

　　　行旅病人及び行旅死亡人が発生した際、病人を救護し、又は死体の埋葬等に市町村が支弁した費

　　用について、次のとおり交付金を交付した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	４，２５９
	６，２４５
	４，４８６

	件　　　　　数
	２２件
	３３件
	２６件

	決　　算　　額
	４，２４５，３０９円
	６，２３９，３９３円
	３，５０５，８８８円


　　　※平成２６年度から枚方市が中核市へ移行
　　　〇根拠法令等　行旅病人及行旅死亡人取扱法、行旅病人死亡人等ノ引取及費用弁償ニ関スル件

　　　　　　　　　　墓地、埋葬等に関する法律第９条

１０　「大阪府被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例」の運用

　　　生活保護受給者の生活の安定と自立の助長を図るために、「大阪府被保護者等に対する住居・

　　生活サービス等提供事業の規制に関する条例」を制定し、平成２３年２月１日に施行した。

　　　平成２８年度における事業者の届出状況は次のとおり。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	事業開始届
	　１４件
	　２件
	　１件

	変更届
	　　５件
	　１件
	　０件

	廃止届
	　　２件
	　０件
	　１件

	年度末届出事業者数
	１７３件
	１７５件
	１７５件


　　　〇根拠法令等　大阪府被保護者等住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例
恩 給 援 護 グ ル ― プ
１　恩給関係業務（恩給援護グループ）

　　　旧軍人、軍属に関する普通恩給、普通扶助料、一時恩給及び一時扶助料等の請求受付、進達処理

　　を行った。

　(1) 普通恩給・普通扶助料

　　　実在職年数と加算年数の合計年数が１２年以上になる旧軍人及びその遺族に支給される。

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(2) 一時恩給・一時扶助料

　　　引き続く実在職年数が３年以上あり､普通恩給等に該当しない旧軍人及びその遺族に支給される｡

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(3) 一時金・遺族の一時金

　　　実在職年数が併せて３年以上あり、普通恩給等に該当しない旧軍人及びその遺族に支給される。

　　　　〇根拠法令等　恩給法

　(4) 傷病恩給・公務扶助料等

　　　公務上負傷し、又は疾病にかかり、一定程度の障がいの状態にある旧軍人に支給される。

　　　また、公務死亡した軍人等の遺族に対して、公務扶助料等が支給される。

　　　　○根拠法令等　恩給法

　(5) 軍歴証明

　　　地方公務員等共済組合法等の規定により、旧軍人、軍属としての在職年数、加算年数が通算され

　　るため、これら旧軍人、軍属に係る履歴の証明を行った。

	区　　　　　分
	前年度繰越件数
	受付件数
	処理件数
	未処理件数

	(1) 普通恩給・普通扶助料
	０件
	１件
	１件
	０件

	(2) 一時恩給・一時扶助料
	０件
	２件
	２件
	０件

	(3) 一時金・遺族の一時金
	０件
	１件
	１件
	０件

	(4) 傷病恩給・公務扶助料等
	０件
	０件
	０件
	０件

	(5) 軍歴証明
	０件
	１９０件
	１９０件
	０件


　　　〇根拠法令等　　恩給法、地方自治法

２　戦傷病者援護関係業務

　　　旧軍人、軍属、準軍属の障害年金の請求受付、進達処理を行うとともに、戦傷病者手帳の交付等

　　を行った。

　(1) 障害年金

　　　旧陸海軍の軍属、準軍属が公務に従事中、その公務により受傷罹病した場合、その障がいの程度

　　に応じて支給される。

	前年度繰越件数
	受付件数
	処理件数
	未処理件数

	０件
	０件
	０件
	０件


　　　〇根拠法令　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(2) 戦傷病者手帳

　　　公務上の傷病について、恩給法に定める程度の障がいがあると認められる者に、特に療養の給付

　　等の援護を行うため、戦傷病者手帳を交付した。

　　　　　２７年度末　手帳所持者数　　　　４１９人

　　　　　２８年度　　新規交付者数　　　　　　１人

　　　　　２８年度　　 eq \o\ad(返還数,　　　　　　　　　　　　)　　　　　５２人

　　　　　２８年度末　手帳所持者数　　　　３６６人

　　　〇根拠法令　戦傷病者特別援護法
　(3) 戦傷病者手帳保持者に対する各種援護

　　ア　療養の給付

　　　　公務上の疾病について必要な療養の給付を行った。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	処　理　件　数
	５０件
	２０件
	１１件

	支給額（千円）
	５８１
	３３６
	２６９


　　イ　療養手当の支給

　　　　１年以上入院して療養の給付を受けている者で、増加恩給・傷病年金等を受給していない者に

　　　支給した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	処　理　件　数
	０件
	０件
	０件

	支給額（千円）
	０
	０
	０


　　ウ　補装具の交付及び修理

　　　　公務上の疾病による障がいについて補装具を支給・修理した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	処　理　件　数
	１件
	１件
	０件

	支給額（千円）
	６２
	４８
	０


　　エ　葬祭費の支給

　　　　療養の給付を受けている戦傷病者が認定されている傷病により死亡した場合、その葬祭を行っ

　　　た者に対して支給した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	処　理　件　数
	０件
	０件
	０件

	支給額（千円）
	０
	０
	０


　　オ　戦傷病者ＪＲ乗車券引換証の交付

　　　　大阪府に在住する一定要件を満たす戦傷病者にＪＲ乗車券引換証を交付した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	介護者付引換証(甲種)
	　８２件
	　６２件
	　５２件

	単独用引換証(乙種)
	　８１件
	　５２件
	　４３件

	甲種及び乙種の併給
	　２１件
	　２２件
	　２０件

	計
	１８４件
	１３３件
	１１５件


　　　○根拠法令等　戦傷病者特別援護法
　(4) 戦傷病者相談員
　　　戦傷病者の援護に必要な指導等を行うため、戦傷病者の援護に熱意と識見を持っている者に厚生

　　労働大臣が業務を委託した。
	　区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	３５２
	３１０
	１５６

	決算額(千円)

（特定財源）
	３３７
国庫(337)
	２３３

国庫(233)
	１４１

国庫(141)

	相談員数(人)
	１４

（H26.11.1～）１３

（H27. 2.1～）１２
	１２

（H27. 2.1～）１２

（H27.10.1～） ６
	４

（H27.10.1～）６

（H28.12.1～）５

（H29.1.1～）４

	相談件数(件)
	１３
	５
	２

	相談員の手当(円)
	２５，１００
	２５，８００
	２６，０００


　　　○根拠法令等　戦傷病者特別援護法
３　戦没者の遺族援護関係業務

　　　戦没した軍人・軍属・準軍属の遺族に対し、遺族年金・弔慰金・遺族給与金等の請求受付、進達

　　処理及び特別弔慰金の請求受付、裁定処理を行った。

　(1) 遺族年金・遺族給与金

　　　公務及び勤務に関連した傷病等により死亡した軍人・軍属・準軍属の遺族に支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(2) 弔　慰　金

　　　昭和１６年１２月８日以降、公務上又は勤務に関連した傷病により死亡した軍人・軍属の遺族に

　　支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法
　(3) 平病死遺族年金（遺族給与金）
　　　障害年金を受給していた者が、他の疾病により死亡(平病死)した場合、遺族に支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法

　(4) 遺族年金（遺族給与金）額改定請求
　　　１人の戦没者に対する遺族年金を２人以上の方が受給している場合で、そのうちの１人が受給権

　　を失った(亡くなった)場合等残る受給権者の年金額が改定され支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者戦没者遺族等援護法
　(5)戦没者等の遺族に対する特別弔慰金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する遺族がいない場合に、残された遺族に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

　(6)戦没者等の妻に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する戦没者等の妻に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者の妻に対する特別給付金支給法

　(7)戦傷病者等の妻に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法に定める第５款症以上の障がいの程度を有し、恩給法による増加

　　恩給や傷病年金、援護法による障がい年金等の年金給付等を受けている戦傷病者等の妻に対し支給

　　される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

　(8)戦傷病者等の妻に対する特別給付金（平病死）

　　　過去に一定の特別給付金の受給権を取得した戦傷病者の妻のうち、公務扶助料等を受ける権利を

　　有していない者に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法

　(9)戦没者の父母等に対する特別給付金

　　　一定の基準日において、恩給法による公務扶助料や特例扶助料、援護法による遺族年金等の受給

　　権を有する戦没者の父母・祖父母で、戦没者の死亡当時戦没者以外に子も孫もなく、その後も自然

　　血族たる子も孫も有しなかった者に対し支給される。

　　　○根拠法令等　戦没者の父母等に対する特別給付金支給法

　(10)引揚者給付金

　　　引揚者で引揚日において日本国籍を有し、外地に引続き６月以上生活の本拠を有していた者に対

　　し、支給(７，０００～２８，０００円)される。

　　　○根拠法令等　引揚者給付金等支給法

　(11) 引揚者に対する特別交付金

　　　引揚者で引揚日において日本国籍を有し、外地に引続き１年以上生活の本拠を有していた者に対

　　し、支給(２０，０００～１６０，０００円)される。

　　　○根拠法令等　引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律

	区　　　　　分
	前年度

繰越件数
	受付件数
	処理件数

	(1) 遺族年金(遺族給与金)
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(2) 弔慰金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(3) 平病死遺族年金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(4) 遺族年金額改定請求
	　　０件
	　　１件
	　　１件

	(5) 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金
	　　23,817件
	11,319件
	 29,091件

	(6) 戦没者等の妻に対する特別給付金
	　　１２件
	１０９件
	１２１件

	(7) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金
	　　２件
	　　８４件
	　　８６件

	(8) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金

　　(平病死)
	　　０件
	　１７９件
	　１５６件

	(9) 戦没者等の父母等に対する特別給付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(10)引揚者に対する給付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件

	(11)引揚者に対する特別交付金
	　　０件
	　　０件
	　　０件


　(12) 戦没者遺族相談員
　　　戦没者遺族の福祉の増進を図り､遺族年金等の相談及び生活上の各種相談､指導業務を行うため、

　　戦没者遺族の援護に熱意と識見を持っている者の中から厚生労働大臣が業務を委託した。

	区　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	１，２３０
	１，３１６
	１，３２６

	決算額(千円)

（特定財源）
	１，２２０
国庫(1,220)
	１，２２７

国庫(1,227)
	１，３２０

国庫(1,320)

	相談員数
	４９人

（H26.12.1～）４８人

（H27. 1.1～）４７人

（H27. 2.1～）４８人
	５１人

（H27. 2.1～）４８人

（H27.10.1～）５１人
	５０人

（H27.10.1～）５１人

（H29.1.1～）５０人

	相談件数
	６５６件
	１，８１６件
	６３２件

	相談員の手当
	２５，１００円
	２５，８００円
	２６，０００円


○根拠法令等　戦没者遺族相談員設置要綱

４　法外援護関係業務

　(1) 戦没者の慰霊追悼

　　ア　大阪府戦没者追悼式

　　　　先の大戦による戦争犠牲者に対し、追悼の誠を捧げ、恒久平和の誓いをこめて実施した。

　　　　　・ eq \o\ad(対象柱数,　　　　　　　　　　)　　　　　　１２７，５００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　軍人・軍属等戦没者　　１０５，３００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　外地死没者　　　　　　　　９，２００柱

　　　　　　　　　　　　　　　　戦災死没者　　　　　　　１３，０００柱

　　　　　・日　　　時　　　　平成２８年７月２６日（火）

　　　　　・場　　　所　　　　大阪国際交流センター

　　　　　・参列遺族等　　　　１，０００人

　　　　　・来　　　賓　　　　厚生労働大臣代理ほか３００人
　　イ　戦没者慰霊巡拝等

　　　　戦没者に対し追悼の誠を捧げるため、国等が実施する慰霊巡拝行事等に供花料を支出した。

　　　　　【主 催 者 等】            【供花数】 

　　　　　　政　　　　府　　　　　　　　９　件

　　　　　　戦跡巡拝ほか　　　　　　　　２　件

　　　　　　 eq \o\ad(遺　族　会,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　０　件

　　　　　　その他の団体　　　　　　　　０　件　　

　　　 　　　　　計　　　　　　　 　　１１　件

　　ウ　全国戦没者追悼式

　　　　政府主催の全国戦没者追悼式に府内遺族代表を(一財)大阪府遺族連合会に委託し参列させた。

　　　　・参　列　者　　　　　　　　　　　１５４人
　　　　　　　　　 eq \o\ad(戦没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　１５２人

　　　　　 内訳　  eq \o\ad(原爆死没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　２人
　　　　　　　　　 eq \o\ad(戦災死没者遺族,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　　０人
　　　　
・日　時　平成２８年８月１５日（月）
　　　　・場　所　日本武道館
　(2) 一般財団法人大阪府遺族連合会事業

　　　(一財)大阪府遺族連合会の事業・運営に対して補助を行った。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	８０４
	１９０
	８０４

	決算額(千円)
	８０４
	１９０
	８０４


※平成２７年度については、「なにわの塔」（沖縄県）での戦後７０年祈念事業を府・市・遺族連合会の３者共催で実施したため、分担金（614千円）として支出し、補助額としては減額となっている。平成２８年度以降は、遺族会主催として通常の補助事業として行っている。
　(3) 引揚者収容施設の管理業務

　　　終戦後、海外からの引揚者の住宅難を解消するため、応急処置として設置した引揚者収容施設の

　　維持管理及び転居促進等の業務を行った。

　　ア　引揚者収容施設の管理業務

	施　設　名
	所　在　地
	設置年
	当初設置戸数
	退去数
(平成26年度末)
	現入居戸数

	東貝塚引揚者住宅
	貝塚市半田
	昭和２６年
	５０戸
	４５戸
	５戸


　　　○設置根拠　引揚者等援護緊急対策実施に関する閣議決定Ｓ２１．１０．２２

　　イ　施設使用料

　　　　東貝塚住宅　　　　　　　使用料　　　２１，６００円

　　　　○根拠法令等　大阪府引揚者住宅使用料条例

５　未帰還者留守家族等援護関係
　　　厚生労働省から引き継いだ実骨・遺髪等を当該遺族に伝達した。

　　　なお、未帰還者の実骨・遺髪を当該遺族に伝達した場合、葬祭料(２０６，０００円)と引取経費

　　　(５，０００円)が支給、未帰還者の死亡が認定された場合、葬祭料(２０６，０００円)、未帰還

　　　者の戦時死亡宣告が確定した場合、葬祭料(２０６，０００円)と弔慰料(３０，０００円)が支給

　　　される。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	伝達件数
	０件
	０件
	３件

	死亡認定件数
	０件
	０件
	０件

	戦時死亡宣告件数
	０件
	０件
	０件


　　　〇根拠法令等　未帰還者留守家族等援護法及び未帰還者に関する特別措置法
６　中国帰国者等援護関係

　(1) 身元引受手当
　　　中国帰国者のうち特別事情残留邦人の身元を引受けている身元引受人に対し、手当を支給した。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額(千円)
	０
	０
	０

	決算額(千円)

（特定財源）
	０
国庫（０）
	０
国庫（０）
	０
国庫（０）


	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	身元引受人
	０人
	０人
	０人

	引受世帯
	０世帯
	０世帯
	０世帯

	身元引受手当(月額)
	３６，０００円
	３６，０００円
	３６，０００円

	引受延べ月数
	０月
	０月
	０月


　　　○根拠法令等　身元引受人制度実施要領

　(2) 府営住宅へのあっせん

　　　中国帰国者等のうち住宅困窮者に対して府営住宅をあっせんした。

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	申込世帯数
	１世帯
	０世帯
	０世帯

	推薦世帯数
	１世帯
	０世帯
	０世帯


　　　○根拠法令等　大阪府公営住宅海外引揚者世帯向け供給要綱

　(3) 自立支援通訳の派遣

　　　永住帰国者が医療機関で受診する際等､正確な会話を必要とする場合に自立支援通訳を派遣した｡

	区　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	自立支援通訳者数
	１７人
	１６人
	１６人

	通訳の手当
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円
	1回につき

3時間以上 9,360円

3時間未満 4,680円

	派遣回数（総計）
	０回
	０回
	０回


　　　○根拠法令等　大阪府自立支援通訳派遣事業実施要領
指 導 監 査 課
平成２８年度事業別最終予算額及び決算見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業名称
	最終予算額
	決算見込額
	グループ名

	社会福祉施設機能強化推進事業
	43,174
	42,493
	監理Ｇ

	自立支援医療（更正医療）
	4,780,212
	4,690,691
	監理Ｇ

	社会福祉施設職員等退職手当共済法施行補助事業
	1,732,182
	1,732,181
	法人指導Ｇ

	民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助事業
	22,325
	21,014
	法人指導Ｇ

	民間社会福祉事業従事者共済事業
	83
	12
	法人指導Ｇ

	社会福祉法人経営労務管理改善支援事業
	76,085
	50,751
	法人指導Ｇ

	医療関係団体による講習
	17,150
	17,150
	医療指導Ｇ


監　理　グ　ル　ー　プ

１　社会福祉施設機能強化推進事業

　　　府民が安心して良質なサービスを享受できるよう、優れた人材の確保・育成と施設経営の安定、

　　信頼性の向上を図るため、民間社会福祉施設機能強化事業を実施する社会福祉法人大阪府社会福祉

　　協議会等に対し補助等を行った。

（事業開始年度　平成17年度）

	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平２８年度

	予算額（千円）
	　45,447　
	43,174　
	　43,174　　　

	決算額（千円）
	45,447　
	43,174　
	42,493 


　　○根拠法令等　　大阪府補助金交付規則、社会福祉施設職員等研修事業費補助金交付要綱
２　生活保護法に基づく指定医療機関等の状況（政令指定都市・中核市を除く。）

　　　生活保護法の施行に関する事務について、医療機関の指定等の事務を行った。

平成２８年度中の指定医療機関等の状況は、次のとおりである。

	区　　分
	件　　数
	内　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	病　院
	診療所
	歯　科
	薬　局
	訪問看護
事業者

	指    　　定
	 　    358
	      0
	118
	      73
	100
	       67

	変　    　更
	 　    358
	     17
	      58
	      26
	     202
	       55

	廃　    　止
	 　    214
	      1
	      87
	      53
	      57
	       16

	辞　    　退
	 　      5
	  　　0
	       3
	       1
	       1
	   　   0

	休 止・再 開
	 　      6
	  　  0
	3
	1
	       0
	        2

	取　    　消
	 　  　  0 
	      0 
	 　 　 0 
	0 
	    　 0 
	     　 0

	平成28年度末
	     6,147
	   205
	2,549
	   1,682
	   1,350
	      361


　　○根拠法令等　・生活保護法第49条
　 　　　　　　　 ・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者




の自立の支援に関する法律第14条

３　生活保護法指定医療機関の指導・検査

指定医療機関の個別指導を実施し、被保護者の処遇が適正に行われるよう福祉事務所と指定医療機関相互の協力体制の確保に努めた。

また、診療内容及び診療報酬請求の適否を調査する必要のある指定医療機関に対して、立入検査を実施することとなっているが、平成２８年度に対象案件はなかった。

なお、個別指導及び立入検査実施状況は、次のとおりである。

	年度
	区　分
	個　　別　　指　　導
	立　　入　　検　　査

	
	
	指導実施
医療機関数
	内　　　訳
	検査実施
医療機関数
	内　　　訳

	
	
	
	一般病院
	精神科病院
	
	一般病院
	精神科病院

	26年度
	医療機関
	　    ３６
	     ２４ 
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０

	27年度
	医療機関
	３５
	２３
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０

	28年度
	医療機関
	３６
	２４
	 　　  １２
	 　　　  ０
	　     ０
	０


〇根拠法令　生活保護法第50条及び第54条

４　自立支援医療（更生医療）

　　　障害者総合支援法に基づく自立支援医療のうち、更生医療（府負担分）として支出した状況は、次

　　のとおりである。
	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	     4,443,568
	    4,650,828
	    4,780,212

	決算額（千円）
	4,391,018
	    4,604,474
	    4,690,691


　　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。

（１）自立支援医療費（更生医療）の給付
　　ア 制度の概要

　　　　 府内４３市町村が給付する更生医療について負担した。

 ○根拠法令等  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第94条

イ 事業実績

	
	事業費総額
	府負担額
	負担率

	28年度交付分
	18,645,920,024円
	4,661,479,998円
	 1/4

	27年度追加交付分
	－
	27,551,803円 
	

	計
	－
	4,689,031,801円
	


（２）自立支援医療（更生医療）の医療費の審査及び支払

　　ア 制度の概要

　　　 　更生医療の給付に係る診療報酬の請求審査及び支払を委託した。(大阪市、堺市、高槻市、東大

　　　 阪市、豊中市、枚方市実施分を除く。)

　　

イ 事業実績

	審査支払手数料
	1,659,033円


法人指導グループ
１　社会福祉法人の設立認可・定款変更等
　　　社会福祉法第３２条、第４３条の定めるところにより、社会福祉法人の設立認可、定款変更認可等を行った。

　　　また設立認可等に際しては、社会福祉法人設立認可及び施設整備審査分科会において厳正な審査を行った。

社会福祉法人設立認可、定款変更認可等の状況

	区　　　分
	認　　可　　等

	設立
	０　　件

	定款変更
	２６４　　件

	基本財産処分
	１２　　件

	基本財産担保提供
	０　　件

	定款変更届
	２０　　件

	各種証明
	６４　　件

	合併
	１　　件

	解散
	０　　件

	福祉医療機構意見書交付
	３５　　件

	計
	３９６　　件


２　社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査

　　　社会福祉法第５６条及び第７０条の定めるところにより、社会福祉法人及び社会福祉施設に対する一般指導監査を実施して、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保が図られるように

努めた。また、法人運営及び施設運営等に問題が発生した場合や利用者等の関係者からの通報や

苦情に対して、随時指導監査を実施した。

　

平成28年度指導監査実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊対象施設数はH28.4.1現在

	
	対象施設数
	実績（施設数）

	法　人　及　び　施　設　併　行　監　査
	老人福祉
施　　設
	特別養護老人ホーム
	１７１
	２１　　　　　

	
	
	養護老人ホーム
	 １１
	４　　　　　

	
	
	軽費老人ホーム   
	１４
	３

	
	
	ケアハウス
	５６
	１０

	
	障がい者支援施設
	　　　　　　　　５３
	２２

	
	救護施設
	　   ４
	２

	
	婦人保護施設
	１
	　　　１

	
	児 童 福 祉 施 設
	乳児院
	４
	３

	
	
	母子生活支援施設
	　　　      １
	０　　　　

	
	
	児童養護施設
	４４
	１４　

	
	
	障害児入所施設
	１１
	　７　　　

	
	
	児童発達支援センター
	１４
	   ０

	
	
	保育所
	４０
	１０　

	
	
	幼保連携型認定こども園
	１２８
	１４

	
	
	情緒障害児短期治療施設
	３
	１

	
	計
	　　          ５５５
	　　         １１２

	法　人　監　査
	府所管の法人数
	 １６９
	５０　

	
	法人本部のみ対象となる法人数
	 ６７
	３２


○根拠法令等　・社会福祉法第５６条及び同法第７０条

　　　　　　　・社会福祉法人指導監査要綱の制定について（厚生労働省局長通知）

　　　　　　　・大阪府社会福祉法人等指導監査要綱

　　　　　　　・大阪府社会福祉法人等指導監査実施方針
３　社会福祉施設職員等退職手当共済法施行補助事業

　  　社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき、独立行政法人福祉医療機構が社会福祉施設等職員に退職手当を支給する事業に対し補助を行った。

	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	1,511,243
	1,525,966
	1,732,182

	決算額（千円）
	1,511,243
	1,525,966
	1,732,181


○根拠法令等　社会福祉施設職員等退職手当共済法
　　※決算額の千円未満については、四捨五入。

４　民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助事業　

　社会福祉法人等が独立行政法人福祉医療機構から借り入れた施設整備資金に係る利子の支払いに

要する資金を(福)大阪府社会福祉協議会を通じて補助を行った。

	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	５５，７１５
	３４，６０２
	２２，３２５

	決算額（千円）
	４７，８２３
	３２，３９４
	２１，０１４


　　　○根拠法令等　民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助金交付要綱
　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。

５　民間社会福祉事業従事者共済事業

　　　民間社会福祉事業施設等の従事者が相互扶助により、その福祉推進を図ることなどを目的として

　　いる一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会の事業に対し補助を行った。

	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額（千円）
	２３３　　
	１３７　
	８３

	決算額（千円）
	５３　　　　
	２５　　
	１２　　　　


　　　　※昭和49年11月1日に設置した社会福祉施設職員厚生年金基金（137,000千円）から生じる

利息・運用益を活用。

　　　　※決算額の千円未満については、四捨五入。
６　社会福祉法人経営労務管理改善支援事業

　　　社会福祉法人が経営労務管理の改善を図ることを目的として、専門家による確認・相談支援等を受けることに対し補助を行った。

	
	平成２８年度

	予算額（千円）
	７６,０８５

	決算額（千円）
	５０,７５１　　　　


○根拠法令等　大阪府社会福祉法人経営労務管理改善支援事業補助金交付要綱

※決算額の千円未満については、四捨五入。  
医療指導グループ
１　保険医療機関等の指導及び監査並びに被保険者の実地調査

（１）保険医療機関等の集団指導・個別指導

新たに保険医療機関等の指定を受け、あるいは保険医等の登録が行われた者については、必要な知識の習得のため医療関係団体の協力を得ながら、近畿厚生局と共同で集団指導（医科２３回、歯科５回、薬局６回）を行った。

また、特に指導を必要とするものについては、医療関係団体の協力を得ながら、近畿厚生局と共同で個別指導を適宜実施した。

〇根拠法令等　 ・国民健康保険法第41条、高齢者の医療の確保に関する法律第66条

・指導大綱（平成12年5月厚生省保険局長通知（平成20年9月最終改正））

指導実施機関数　　　　
	区分
	医科
	歯科
	薬局
	計

	集団指導
	８５７
	３１９
	９４７
	２，１２３

	個別指導
	２５５
	１７１
	１８１
	６０７

	集団的個別指導（集団）
	５３９
	４３３
	２９５
	１，２６７


（参考）保険医療機関等の指定状況
　　
保険医療機関及び保険薬局数
	区　分
	27年4月1日現在
	28年4月1日現在
	29年4月1日現在

	医　科
	８，３３２
	８，３４２
	８，３９５

	歯　科
	５，６８０
	５，５２０
	５，５２７

	薬　局
	３，８９７
	３，９６１
	４，０４５

	計
	１７，９０９
	１７，８２３
	１７，９６７


（２）被保険者の実地調査
個別指導の結果、診療内容及び診療報酬の請求について、不正又は不当の疑いのあるものについては、当該保険医療機関等で受診した被保険者に対し、その診療の状況等を実地に調査した。
〇根拠法令等　 ・国民健康保険法第114条第2項、高齢者の医療の確保に関する法律第61条第2項

　　　　  ・監査要綱（平成12年5月厚生省保険局長通知（平成20年9月最終改正））

（３）保険医療機関等の監査
個別指導及び被保険者の実地調査の結果、診療内容及び診療報酬の請求について不正又は著しい不当の疑いがあり、監査の実施が必要と認められる保険医療機関等６件について、医療関係団体の協力を得ながら近畿厚生局と共同で監査を実施した。

〇根拠法令等　 ・国民健康保険法第45条の2、高齢者の医療の確保に関する法律第72条

・監査要綱　（平成12年5月厚生省保険局長通知　平成20年9月最終改正）

	監査実施日（延べ日数）
	医科
	歯科
	薬局
	処分内容

	１１日間
	１
	
	
	監査継続中

	９日間
	１
	
	
	監査継続中

	２６日間
	
	１
	
	監査終了
処分精査中

	２５日間
	
	１
	
	監査終了
処分精査中

	２４日間
	
	１
	
	監査終了
処分精査中

	２４日間
	
	１
	
	監査終了
処分精査中

	　　　　　計
	２
	４
	
	


（４）医療関係団体による講習

療養担当者に対する関係規則及び規定等の周知徹底を図るため、医療関係団体に対して、これらの講習事務を委託した。

	医療関係団体名
	委託金額（予算額17,150千円）

	（一社）大阪府医師会
	12,070,000円

	（一社）大阪府歯科医師会
	4,095,000円

	（一社）大阪府薬剤師会
	985,000円

	計
	17,150,000円


２　受領委任契約の状況並びに柔道整復師に対する指導及び監査

（１） 受領委任契約の状況

被保険者（患者）から委任を受けた柔道整復師が、被保険者（患者）に代わって療養費を保険者に請求する取扱い（受領委任の取扱い）を行うため、大阪府知事と近畿厚生局長と柔道整復師の３者で受領委任契約（公益社団法人大阪府柔道整復師会にあっては協定）を締結している。

この契約（協定）に基づき、近畿厚生局と共同で指導及び監査を実施した。

     〇根拠法令等　・受領委任の取扱規程又は協定書

・柔道整復師の施術に係る療養費の指導監査要綱

　　　　　　　　　　　　（平成11年10月厚生労働省保険局長通知 （平成24年3月最終改正））

・契約を締結している柔道整復師（施術管理者）数

	２８年度（４月～３月）
	２８年度末

	新　規
	辞　退
	中　止
	差引増減
	

	８６０
	８２３
	０
	３７
	６，４４９


（２）柔道整復師への集団指導及び個別指導・監査等

　　概ね一年以内に受領委任の取扱いを承諾又は登録した柔道整復師を対象に集団指導を行った。

　　また、特に指導を必要とする柔道整復師については個別指導を、療養費の請求内容が不正又は著しく不当なものであるとの疑義を認める柔道整復師については監査を、それぞれ近畿厚生局と共同で実施した。

　　監査の結果、療養費の請求内容に不正又は著しい不当の事実が認められた場合は、受領委任の取扱いを中止（受領委任の取扱いを辞退又は施術所が廃止されていた場合は｢中止相当｣）した。

	
	集団指導
	個別指導
	監査
	中止(相当)
措置件数

	施術所数
	３６９
	２２
	６
	１

	延べ日数等
	年２回
	２７日
	１５日
	－


３　大阪府国民健康保険診療報酬審査委員会委員の委嘱

大阪府国民健康保険団体連合会に設置されている大阪府国民健康保険診療報酬審査委員会の委員の委嘱等を行った。

審査委員会組織（168名）[療養担当代表　56名、保険者代表　56名、公益代表　56名]

〇根拠法令等   ・国民健康保険法第87条、88条　　

４　柔道整復療養費審査委員会の設置及び審査委員の委嘱
大阪府国民健康保険団体連合会に設置されている大阪府国民健康保険等柔道整復療養費審査委員会の委員の委嘱等を行った。

[施術者代表　１２名、保険者代表　１２名、学識経験者代表　４名、合計２８名]

〇根拠法令等   ・柔道整復師の施術に係る療養費の審査委員会設置要綱

（平成11年10月厚生労働省保険局長通知）

【貸付内容】


一時生活支援費


　　２人以上世帯：２０万円以内/月


　　単身世帯：１５万円以内/月


　　貸付期間：６月以内


生活再建費


　　８０万円以内









